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国に核兵器禁止条約の署名・批准を求める意見書

広島県と長崎県にアメリカの原子爆弾が投下されてから７２年を経た平成２９年７月７

日に国連で核兵器禁止条約が採択され、同年９月２０日から、各国による核兵器禁止条約

への調印・批准・参加が開始されました。令和２年１０月２４日に、批准した国が発効要

件である５０か国に達し、その批准から９０日後となる令和３年１月２２日に核兵器禁止

条約は発効しました。

核兵器禁止条約では、核兵器は国連憲章、国際人権法などに反する非人道的兵器として

違法としました。また、開発、生産、実験、製造、取得、保有、貯蔵、使用と、その威嚇

までも禁止し、さらに、核保有国の条約への参加の道を規定するなど、核兵器完全廃絶へ

の枠組みも示しています。

長崎県長崎市長は、長崎原爆犠牲者慰霊平和祈念式典で、国は一刻も早く核兵器禁止条

約に署名・批准してくださいと訴え、国連のグテーレス事務総長は、ニューヨークのハイ

レベル会合で、核兵器廃絶は、国連発足の初日から軍縮分野で最も高い優先課題であり、

核兵器の脅威をなくす真の方策は、核兵器そのものの廃絶だと強調しました。

当市では、平成２６年に市制６０周年を記念して江別市平和都市宣言を策定し、世界唯

一の被爆国として、広島・長崎の惨禍を繰り返さないように、核兵器廃絶を強く訴え、戦

争のない平和な世界の実現を求めますと宣言して、毎年、平和の碑の前で、小学校、中学

校、高校の代表者も参加して江別市平和のつどいを開催しており、核兵器の禁止・廃絶と

戦争のない平和な世界の実現は、市民の悲願です。

よって、国におかれましては、一刻も早く核兵器禁止条約の署名と批准の実現に向けて

真剣に努力することを強く要望いたします。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。
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